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　　　　　　　　　Ｉ．はじめに

　アメリカにおけるトータル・コミュニケーションの

台頭の影響を受け，我が国の聴覚障害教育では1980

年代末から「聾教育に手話を」という運動かおこり，

1990年代頃から教育現場への手話導入の要求が見ら

れるようになった（都築, 1991)。この「聾教育に手

話を」という運動の中で2003年５月に日本弁護士連

合会（以下，日弁連）に人権救済中立が行われ，これ

に対して同年10月に財団法人全日本ろうあ連盟（以

下，全ろう連）が見解を示し, 2005年２月には「手話

教育の充実を求める意見書」を日弁連が公表するなど，

教育的課題のみならず国民的政治課題に発展してき

た。2005年７月には，全日ろう連を中核とした日本の

聴覚障害教育構想プロジェクトが「日本の聴覚障害教

育構想プロジェクト最終報告書」をまとめた。この両

者の意見の対立は，「手話を単純に日本手話・日本語

対応手話に二分し，両者を対比させる発想は，聴覚障

害者の実際の手話，実際のコミュニケーション方法を

無視するものであって賛成できない」とする文言に典

型的に示される。すなわち，「日弁連は，二分論を前

提に日本手話こそ手話であるという主張を現実から見

ると安易に二分論はできない」とする全ろう連の主張

との差異である。

　この主張の違いは極めて重要であろう。というのも

運動の目指している姿が，「二分論にこだわらないと

する立場」ならば，究極的にはトータル・コミュニケ

ーションを支持し，「二分論に固執する立場」ならば

究極的にはバイリンガル教育を支持することになり，

目標行動が大きく異なるためにその論点を明確にして

議論すべきと提起されてきているからである（都築，

1991)。　　　　　　　　　

　これは，運動が開始された当時に早々，指摘したも

のであるが，その論拠は，アメリカ聴覚障害児教育の

トータル・コミュニケーションの発展に関する研究か

ら推察されたものである（都築, 1991)。すなわち，

「アメリカにおいて1960年代の手話一口話論争, 1970

年代のトータル・コミュニケーションの導入・実践・

展開, 1980年代後半からの手話一手話論争という経

過を経で, 1990年代からバイリンガル教育へと移行

していくならばトータル・コミュニケーションは，聴

覚一口話法からバイリンガル教育への橋渡し的存在と

して位置づけられる」と考察されたことによる（都築，

1991)。

　我が国の現在の状況が，アメリカの1960年代後半

から70年代初頭にかけての議論とやや類似している

という指摘も踏まえ（都築, 2005),アメリカにおけ

る1960年代以降の論点を再検討することは，我が国

の「2005年プロジェクト報告書にみる手話一手話論

争」に対して何らかの提言ができるかもしれない。

　本稿では，我が国の聴覚障害教育において生じてい

る問題が，アメリカをはじめ，各国の聴覚障害教育の

発展の中に見られる共通の問題であるという認識にた

って「手話とは何か？」という視点から手話や指文字

を使用する教育方法の変遷を検討したい。

　　Ⅱ.20世紀末におけるアメリカの状況

アメリカにおける手話による教育は，聾者として最
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初の教師であるLaurent Clercが，フランスから渡っ

てきたところから開始されたとみなされる。彼は，フ

ランスでは，フランス手話言語（ＦＳＬ）とフランス語

を用いていたが，アメリカに移住してからもアメリカ

手話言語（ＡＳＬ）と英語を使いこなしていた。

　19世紀の口話法論争め象徴的な出来事は, 1880年

のミラノ会議であろう。この会議で聴覚障害児教育に

おいて手話のみの方法と手話と□話を併用する方法

は，いずれも聴覚障害児教育で用いられるべきではな

いと宣言された。この結果は，口話主義が勝利したよ

うに見られ，口話主義の勝利は，19世紀末まで完全

のように思われていた。

　しかし，聴覚障害児教育に手話を用いることを支持

する側の先頭に立っていたEdward Miner Callaudet

は，“Must Sign Language Go ？” と する論文を1899

年に公表した。

　19世紀後半，聾児は口話と読話を習うことができ，

それによって英語を学び，手話は必要なくなると主張

したのがアレキサンダー・グラハムペルである。彼は，

口話主義を主張する代表としてみなされる。ベルは，

アメリカの聾者が，話す力を身につけることを促進す

る協会，ペル協会の創設者であり，財政上の支援者で

あった(Moores 1996)。1883年，ベルは「Memoir

Upon the Formation of ａ Deaf Variety of the Human

Race」を発表した。 1884年には，彼は「聾に関して，

誤った推論が基になっている」と発表した。彼は，聾

者同士の結婚に関しての見解に悩み，そして「障害者

の産出は悲劇である」という結論を下した。ベルは，

寄宿舎の聾学校は閉鎖すべきであり，聴覚障害者の教

師を失職させ，手話の使用をやめるべきであると提案

した。

　ベルは，自分の主張とFay (1898)を比べた。 Fay

(1898)の意見は，以下のようなものである。

　（1）聾者は健聴者との結婚を好まない。両親とも

に聾者であっても彼らの子どもの殆どは耳が聞える。

　（2）聾者は，聞こえる生徒と共に教育を受けてき

たとしても，聾者と結婚する傾向にある。

　（3）アメリカの聾者は，ヨーロッパの聾者よりも

結婚をする率が高い。

　（4）両親が共に聾者であるとき，離婚して別れる

率が低いので，結婚をすると幸せになれるであろう。

　ベル自身は，この意見を受け入れたが，ベルの信奉

者たちは受け入れることができなかったし，聾者め結

婚が健聴者と同じような普通の結婚であることに合意

できなかった。　　　　l　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　Ⅲ．20世紀初頭から中半

　北アメリカに位置するアメリカとカナダの両国とも

20世紀の前半は，聾児か手話を使うコミュニケーシ

ョン方法に偏見が持たれていたといえる。特にASL
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を使うことに激しく反対意見が出され，その意見の大

多数は，聾学校の聞こえる教師からであった。 ASL

は，具体的な単なるジェスチャーにすぎず，中途失聴

者を疎外するもの，動物的なものとして中傷されてき

た経緯がある。

　このような立場をとるものは，この世の中は，聞こ

えの世界であり，聞こえの世界に聴覚障害者を同化さ

せようとするものである。世界は１つだけであり，そ

こには聾者と健聴者が共存していることを念頭におい

てはいない。この立場の教師は，自分たちの使命は，

耳が聞えないことを治したり防いだりすることであ

る。

　この考え方は，聴覚障害児は健聴者と同じでなくて

はいけないとする。すなわち，聴覚障害児は，話すこ

とを学び，成功の主要な基準は，話しことばを理解す

る能力を持つことである。手話を誤って信じることは，

話す能力の発達を妨げると考え，口話法の信奉者は，

ＡＳＬの撲滅に専念した。

　聾の生徒が，現在のギャローデット・ユニバーシテ

ィーであるギャローデット大学に入学し，卒業してい

くのは，選ばれたほんの¬-部の学生だけであった。

　Fusfeld (1941)は，ギャローデット大学を卒業し

た人の半数以上は，寄宿制の聾学校の教師や寄宿舎の

指導員として雇われていた，とする。当時の状況では，

教室で子どもたちを指導する立場にある教員は，学校

管理に対する発言権はなく，ほとんどの聴覚障害者が

教育を変革していくことへの影響力やその機会がほと

んどなく，将来性のない職者であり，十分に給料が支

払われない職についていた。

　　　　　　　　　Ⅳ.1960年代

　1960年代初期の聴覚障害児教育は口話のみ，ある

いは口話優先であった。公立の聾学校では教室で手話

を使用することは認められていなかった。このことは，

12歳以上の子どものための寄宿舎のあるすべて学校

でも行われていた。“口話”学校は，高校まで一貫し

てこの考えを維持し続け，“手話”学校は，手話が認

められている学級に，そこでの口話教育における失敗

を提案していたのかもしれない。年下の子どもたちは，

年上の子どもたちから隔離されていた。それは，年上

の子どもが手話を使用することが年少の子どもたちに

影響を及ぼし，手話によって悪影響を及ぼされるかも

しれないと考えていたからであった。

　聴覚障害の教師は，公立学校や口話の学校には，雇

われなかった。寄宿舎のある聾学校においても聴覚障

害の教員は高等部，あるいは職業科で教えるという制

約が見られた(Moores, 1996)。

　1960年初頭では，口話のみの教育を継続していく

こととそれをより強固にしていくことが課題であっ

た。聴力を更に利用できるようにし，幼稚園での聴覚
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障害児のための教育を発展させることが重要視されて

いた。早期教育によって聴能訓練を重視する事によっ

て聴覚障害児の数を実質的に減らしていくことができ

ると信じられていた。

　このような考え方は, Pollack (1964), Stewart,

PollackとDowns (1964)に示されている。もし，生

後8ヶ月以前の幼児に聴能訓練が徹底して行われるな

らば，耳が聞こえない事が治ると述べている

( Griffiths, 1967)。　Griffithsは自分の著書に

「Conquering Childhood Deafness （児童期に聾を克

服する）というタイトルをつけている。

　しかし，こうした考え方は，必ずしも広範に支持を

得ているものとは言えなかった。

　1965年，聴覚障害教育に関する諮問委員会で健

康・教育・福利の長官の報告では，「アメリカの人々

は聴覚障害児教育での限られた成功によって満足する

ための根拠がない」と不十分な聴覚障害教育の状態で

あることが示された(Advisory Committee, 1965)。

　このバビッジ委員会報告と時期を同じくして，教育

研究者からも聾学校幼稚部段階での口話法による教育

は，効果が十分ではない，という報告がなされ始めた。

Pfillips(1964)は，６つの学校で幼稚園でのトレーニ

ングを受けた９歳以上の聴覚障害児と，同じ歳で幼稚

園でのトレーニングを受けていない聾児との間には，

英語と算数，社会に関して違いがないことを見出し

た。

　同様にGraig (1964)は，２つの学校からサンプル

を取り出し，幼稚園での経験がある聾児と，経験がな

い聾児との間には，読話と読みに関する能力について

違いがないことを示した。

　McCroskey (1967)は，幼稚園での教育方法を家

庭でも集中して行っていた子供と幼稚園の経験のない

子供とを比較し，後者のほうが促進する傾向にあると

いう違いを報告した。

　VernonとKoh (1970)は，寄宿舎のある聾学校に

通う，３年間のJhon Tracy クリニック（幼稚園のプロ

グラム）に参加した児童と幼稚園の経験のない児童と

を比較した。この両群では，言語能力，読話，学問能

力，読み能力において違いがないことが示された。ま

た，これら二つのグループと聴覚障害の両親を持つ聴

覚障害児とを比べた時，スピーチと読話に関しては両

群に違いはないが，聴覚障害の両親を持つ聴覚障害児

の方が，学科の能力と読みにおいてより優れているこ

とを示した。

　聴覚障害の両親を持つ聴覚障害児が優れていたとい

VernonとKohの報告(1970)で明らかになった事

は, Meadow (1967)やStucklessとBirch (1966)

による報告と同様な結果であった。すなわち，聴覚障

害の両親をもつ聴覚障害児は，生まれたときから手話

をコミュニケーション手段として用いており，健聴の

両親をもつ聾児よりも英語能力，学問能力，読み，書

き，社会性の成熟に関して高いスコアである，という

結果である。

　聴覚障害児教育の関係者は，この思いがけない結論

に直面した。まず，幼稚部で日話のみの教育が十分に

･影響を与えていなかったということである。次に，家

庭で手話を用いて教育を受けた子どもは，そうでない

子どもよりも英語や各教科において優れており，家で

手話を使っている子どもは，スピーチや読話にプラス

の影響を受けていたことである。これらの結論は，手

話は，スピーチや英語，教科の習得に悪影響を与える

と信じていた教育者に動揺をもたらした。

　　　　　　　　　V. 1970年代

　最も一般的に使われている英語に対応するコードは

Signing Exact English (SEE) (Gustason, Pfetzing

t Rosen, 1976, 1979)とSigned English (SE)

(BornsteinとSaulnier, 1972, 1982)である。

　1975年に出された報告では，教室で用いられてい

る教育方法に注目すべき変化があったことが示され

た。Oordan.GustasonとRosen 1976,1979)。聴覚障

害児の約2/3は，複数のコミュニケーション方法を

用いて教えられ, 1/3は口話のみで教えられていた，

というものである。

　トータル・コミュニケーションは, Holcomb (1968)

によって提唱され, 1970年代に教育現場に導入され

たシステムであると言われている。 Holcomb 自身が

聴覚障害者であり，公立学校の聴覚障害教育プログラ

ムの責任者であった。彼は，スピーチに読話，聴取，

読み，書き，アルファペット，英語に合わせたコード，

ＡＳＬなどの，すべてのコミュニケーション手段を合体

させるべきであると，述べている。

　教育プログラムの中で手話を使用することによって

聴覚障害児の学力が，総体的に改善したという傾向が

示されるようになった( CaccamiseとBlaisdell,

1977 : HatfieldとBrewer, 1978 : Delaney, Stuckliss

とWalter, 1984 : Goppold, 1988 : Mitchell, 1982 :

Moores, 1985, 1996)。

　これは，口話のみの教育方法から効果を得ていた子

どもたちにとっても効果的な助けとなる選択肢が増え

たこどによるからであった。

　こうした事態に対し，多くの教育関係者は，コミュ

ニケーション方法は，スピーチのみと主張しながらも

手話や指文字の導入によって，聴覚障害児の成績が改

善されることに同意するようになった。

　ここで導入されていたのは，英語手話体系

(English-based sign systems) であった。この体系

を受け入れていくことは拡大した。　　　　　　

　しかし，アメリカ手話言語（ASL）の要素は，見逃

されていくこととなった。この見逃しが, ASLの性質
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を帯びた無知であるのか慎重さであるのかは，はっき

りしない。

　　　　　　　　Ⅵ．1980年代

　1970年代に普及していった英語手話体系(English-

based sign systems)に疑問が出され始めた。

　まず，英語手話体系の効果に関することである。英

語は手話で適切に表せることができるのか，手話は順

序よく整理できていて，スピーチは適切に表され，理

解されているのか，という点である。

　Kluwin (1981)は，教師の手話能力は時が経てば，

同時法を使う事に改善され，もっとすらすらと話せる

ようになり，教師の手話にＡＳＬの要素を組み入れる

傾向になっていくと報告した。 Supalla (1992)は，

聾学校小学部において手指英語で教えられていた年少

聾児は，英語統語法を表現すると報告している。手指

英語は自然な言語ではなく，また，それらを使う子供

たちは, ASLのような自然の言語に似ている，より能

率的なシステムに変えるようになっていくと主張し

た。彼の考えは，手指英語は，適切に英語を表すこと

ができないという立場にたった考えである。

これとは対照的に，手指英語を使っている聾学校の子

どもを英語に触れさせることについて研究している

SchickとMoeller (1989)は，子どもたちが英語に高

い能力を示し，英語のルールを自分のものにしている

ことを報告した。

　　　　　　　　　Ⅶ｡1990年代

　StedtとMoorse (1990)は，19世紀からのコミ立

ニケーション論争は，ＡＳＬと手指英語の両方ともに聴

覚障害児教育が始まってから発展し，続けられてきて

いるとする。英語が手話で表され，理解されるための

手指コードを提案する根拠は，健聴者が手話を学習し

ていくのに「ふさわしいトレーニング・モニターが与

えられるかどうかである」であるとされる。

　Luetke-Stahlman (1988)やMayerとLowenbraun

(1990）は，流暢に手話を使う人や手話を使用する教

師とを合わせて約90％が英語対応手話(Sign-to-

speech)である，とする。

　このアメリカにおける英語対応手話は，オーストラ

リアでは, ASE（Hyde and Power 1991),イギリス

ではBSE (Savage,Savage,and Potter 1987)も同様

なものであるということが報告されている。これによ

ると今もなお，殆どの教育学者たちは，能力の欠如し

たサインシステムや自然なサイン言語(natural sign

languages)の洗練されたやり方を創り出すことに同

意しているとする。

　聾児の教育者たちは，本来，単独や組み合わせによ

って使うことのできる，４つのコミュニケーション手

段の選択は，次のように簡潔にまとめられる。
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　①　聴覚システム：これは,感覚器官としては唯一，

聴覚を用い，最初から聴覚を用いることを強調し，特

に幼児に対して用いられている。訓練では，視覚を使

う事をあまり重要視しておらず，単感覚を使うという

条件である。この方法を正当化するには，早期の発見

と補聴器（もしくは人工内耳）との適合，そして集中

的な訓練をすることである。聴覚障害児は，聴覚を使

うことを教えられ，本来の聴覚機能がもつ利用の可能

性を向上させる。残存聴力を使用できる子どもには効

果的であるが,完全に聴力を損失している子どもには，

ほとんど効果が現れないという論争の対立がある。こ

の方法は，第二次世界大戦の年に，スウェーデンから

西ヨーロッパや北アメリカに広められた（現在のとこ

ろスウェーデンでは，バイリンガル／バイカルチャー

教育が用いられている）。

　②　読話(Speech reading):読話は，通常，残存

聴力を利用して視覚と聴力を用いて典型的な口話教育

を行うものである。子どもは，自分の残存聴力を使う

ことができるが,それにすべてを頼ることはできない。

聴力損失の程度が大きいほど，正確に読話を理解する

ことが難しい，ことが示されている。

　③　手指英語：ほとんど共通して教室で用いられて

いる手指法で，残存聴力の利用と読話，話し言葉，指

文字，手話を英語に適した表現をするために用いる方

法である。日話のみを教育を改善したとされるが，そ

れはやりにくく，英語を十分に表現していないとされ

ている。

　①　アメリカ手話言語（ASL）:ＡＳＬは, 1960年

代の中頃まで，教室で公式に用いられていなかった。

ＡＳＬは完全なもので，効力があり，自然な言語として

コミュニケーションのすべてを表すために用いること

ができるものである。教室での使用が保留されたのは，

英語と直接的に調和していないこと，ほとんどの聾児

の親が健聴者でＡＳＬを使う事ができないためである。

　バイリンガル／バ子カルチャー教育は，聴覚障害児

や聴覚障害児教育者がＡＳＬと英語の二つの言語を持

っているべきであり，すべての年齢の聴覚障害児は，

成人聴覚障害者や聾社会の文化に接するべきであると

考えている。彼らは，英語とＡＳＬは使われるべきで

あるとしてきた。

　1990年8月，教育学者と行政官，研究者のグループ

がニューヨーク州にあるHofstra大学に集まり, ASL

を使用した教育に関する問題を討議するために３日間

のシンポジウムを行った。シンポジウムは，次の主要

な４つの問題について議論された(Walworth,

MooresとO'Rourke, 1992)。

1.親子間のコミュニケーション，特に，健聴の親と聴

　覚障害の子どものコミュニケーション,について

2.英語とＡＳＬでは，どちらの言語が，聴覚障害児の

　第一言語としてふさわしいかについて
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3.ASLは現在，どのように聴覚障害児の教育方法とし

　て用いられているかについて

4.英語を第2言語としている健聴者のための教育計画

　は，聴覚障害児教育者に見識を与えることができる

　かについて

　このシンポジウムの参加者は，約半分が聴覚障害者

であり，半分が聴者であった。このシンポジウムで

ASLの使用が増加しそうであることには全員が同意し

た。しかし，どのようにして増加させるべきかについ

ては，意見の一致をみなかった。

　Bowe (1992)は，このシンポジウムの記録を次の

ように要約している。

・この分野では，教室でＡＳＬを使用することの目的

　が，まだはっきりしていない。

・教室でＡＳＬの使用が適用七ているか，どうかを調

　べるよい測定手段を持っていない。

・私たちは意外にも，どのように聾児がＡＳＬを学ぶ

　のか，また，どのように私たちは教えるべきなのか

　をほとんど知らない。 ＡＳＬを使用する教育計画に関

　して，ほとんど研究がされていない。

・この分野は, ASLを使いこなす教師が不足してい

　る。特に，聴覚障害者でＡＳＬを使いこなせる教師

　が不足している。

・私たちは，教師がプログラムをトレーニングするこ

　とが，これらの不足を軽減するという証拠を，ほと

　んど見つけていない。

・変化に対する抵抗が強い。

・研究の多くが，教育でＡＳＬを使用していくことが

　とても複雑で，長い期間における学習計画が必要と

　なってくるであろう問題に対処していない。

　聴覚障害児教育においてバイリンガル／バイカルチ

ャー教育を実施していく際に次の２つの基本的な立場

がみられる。

　一つ目の立場には，その人，状況に合わせたコミュ

ニケーション手段としてはＡＳＬのみで，また，教育

で用いられる言葉としては, ASLでなくてはいけない

という立場である。この方法論は，手指英語は使われ

るべきではないという考えである。それは，ＡＳＬは英

語とは異なった言語であり，話しことばを使うべきで

はないからである。英語は，ＡＳＬを第一言語として習

得した後に，教えられるべきである。健聴の両親は，

言語が流暢である成人聴覚障害者によって, ASLを教

わるべきである。 ＡＳＬはわずかな聴覚障害の教師しか

利用できないこと，ＡＳＬに対する偏見，そして健聴者

との言葉のやりとりの問題が提示されている(Philip

とKuntze, 1992)。

　二つ目の立場では，個々の状態に応じてＡＳＬをス

ピーチ・聴覚・英語そしてＡＳＬを伴うモデルヘ編入

することを主張している，このアプローチは，

StewardとMooresによって提唱され，手指英語はス

ビーチと分けて，もしくは組み合わせて英語を適切に

表現することができるということが想定されている。

そのアプローチは，健聴の両親が，違った構造や組み

合わせの規則を伴う新しい言語を習得するよりも，簡

単に，英語対応手話(English-based sign systems)

を身につけることができると想定している。英語コー

ド(English codes)と話し言葉の使用は，音韻体系

への接近方法や読み書きの能力の必要条件を知ること

ができる，としている。また, StewartとMooresは，

ＡＳＬは他の手指英語よりも有効的で熟練した手段であ

り，他の教育計画の中でも目立って特筆されるべきで

あることに同意している。教育の進展を最大にするた

めのカギは，コードスイッチの技術や手法を発達させ

ることである。

　このシンポジウムが開催されてから教育界でASL

が使用される頻度は，増してきた。 American

Annals of the Deaf (1998)のDirectory of Services

の資料にある!997～1998年度のアメリカ国内の20の

大きなプログラムについてMooresらが検討した。子

どもの在籍数は399入～2455人にわたっている。こ

れらの報告は，ニューヨークやロサンゼルスのような

大都市や郊外，州，寄宿舎のある学校など，広範囲の

プログラムについて報告している。教育において使わ

れているコミュニケーション・モードに関して「聴覚

口話法」，「キュード・スピーチ」。「手話と同時スピー

チ」，「ＡＳＬ」の４つのコミュニケーション手段から選

択するよう意見を求めた。その結果を表１に示した。

ほとんどすべてのプログラムが各校が使用している指

導モードとして４つのうちのいずれかを含んでいるこ

とがわかる。「聴覚口話法」だけを用いているプログ

ラムはない。20ずべてのプログラムが，いくっかの

コミュニケーション・モードを併用しており，19の

プログラムが「手話と同時スピーチ」を，また16の

プログラムが「ＡＳＬ」を用いている。「ＡＳＬ」のみを

用いているのは１つのプログラムだけで，「手話と同

時スピーチ」のみを用いているプログラムは２つだけ

である。 20のプログラムのうち，15が「ＡＳＬ」を用

いながら，「手話と同時スピーチ」も用いている。

　Mooresらは，これらのデータからアメリカにおけ

る聴覚障害児のための大規模なプログラムにおいて

は，その75％がすでにバイリンガル教育を行ってい

る，と結論を下している。MillerとMooresは，バイ

リンガル教育が最も普及力のあるプログラムであり，

聴覚障害児や難聴児に役に立っていると評価すること

ができる，と述べている。明らかにＡＳＬに反対して

きた経緯があるにも関わらず，ほとんどの教師が学級

でＡＳＬの使用を快く受け入れているのである。

　Mooresら(2002)は，表１の状況から将来を次の

ように予想している。現在，一般に使われているアプ

ローチは，手話と同時スピーチ(sign-with-speech)
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と聴覚口話とＡＳＬの構成要素を組み合わせたもので

ある。聴覚口話法のみの教育は，通常の学校の学級で

使われてはいるか，比較的まれな教育法であり，普通

は，難聴児に用いられる。子どもの聴力損失が大きけ

れば大きいほど，教育において様々なコミュニケーシ

ョン方法が用いられる見込みが高くなる。さらに，人

工内耳や補聴器の技術の改善に頼る傾向は，21世紀

にも続いていくであろう，とする。

　　　　　　　　Ⅷ．考察

　聾児の両親となる人は, 90%以上が健聴者で，聾

についてほとんど接したことがない人たちである。聾

教育のサービスが，聾についての情報提供にもなり，

両親の容認のための励みとなり，また，コミュニケー

ション能力や，聾児がいる家族に特有の能力の発達の

助けとなっている。

　ほとんどの両親は，子供が重度難聴か聾の場合，最

善の医学の処置や補聴器を装用しても，流暢に話せる

ようになる能力の発達は難しいので，少なくとも，早

期に発見し，あいまいでないコミュニケーション能力

を身につけさせる必要がある。子供が重度難聴か聾で

あると確認されたとき，両親は子供のために2つの選

択をすることができることについての情報提供を受け

るべきである。選択とは，話し言葉と聴覚の発達を妨

げないようにするのか，聴覚に障害があると確認した

時にすぐに，コミュニケーションを開始するかであ

る。

　聾両親のほとんどはすでに，子供にバイリンガルな

環境を与えるための能力を備えている。一般的にこれ

らの両親は, ASLを流暢に使いこなし，手指英語への

コードスイッチも容易に行うことができる。そして，

子供が小さいときから，このような能力を見せること

ができるのである。

　しかし，健聴両親は，応急に挑戦しなくてはいけな

い。例えば，母国語として英語やフランス語を話して

いた親が,中国語を話さなければいけなくなる以上に，

ＡＳＬを使いこなすことは難しいのである。

　Kemp (1998)はＡＳＬの習得は，他の言語の習得と

同じように難しいことである，とする。 Kempは，食

べること，寝ること，飲むことのジェスチャーをすぐ

に理解することは，新しいサインが日常の細かい言語

につながる第一歩である，と指摘している。それは，

一夜のうちに身につけることができるようなものでは

ないのである。

　この指摘は，言語とコミュニケーションの区別をす

るために役立つ。健聴両親が，手話言語や新しい言語

を話すことを，容易に習得できるとは期待できない。

しかし，自分たちの言語能力を発達させながら，聾幼

児に効果的にコミュニケーションを習得させることは

できる。可能な限り早く，コミュニケーションの効果

を証明することが鍵である。両親は言語の枠を超えた

理論的な問題や論争に直面することになる。これらの

問題は，言語ではなく，コミュニケーションについて

の問題に関係付けられる。

表１　アメリカ1997-1998年度における大規模な聴覚障害児の教育機関で採用されている指導モード

在籍数

指　　導　　モ　　ー　　ド

聴覚日活
キュード・

スピーチ
ASL

手話と
話し言葉

ロスアンジェルス統一学区 2455 Ｏ ○ ○

イングハム学区 2347 ○ ○ ○

ニューヨーク市公立学区 1893 ○ ○ Ｏ Ｏ

フロリダ州立聾学校 512 ○

カリフォルニア州立聾学校

フレモント校 510 ○ ○

リバーサイド校 507 Ｏ ○

オレンジ郡公立学校区 487 Ｏ Ｏ ○ ○

メリーランド州立聾学校 470 ○

フェアフアツクス郡公立学校区 450 Ｏ ○ ○ ○

テキサス州立聾学校 446 Ｏ Ｏ

アリゾナ州立聾学校 445 ○ Ｏ ○

サンディアゴ公立学区 440 Ｏ ○ ○

デイデ郡公立学校区 424 Ｏ ○ Ｏ

イリノイ州SEDOL 408 Ｏ

ルイジアナ州立聾学校 408 ○ Ｏ

ドュページ公立学校区 406 ○ ○

レキシントン聾学校 404 Ｏ ○ ○

ピネラス郡公立学校区 400 ○ Ｏ

コロンビア郡公立学校区 399 ○ Ｏ ○

南カロライナ州立聾学校 399 Ｏ ○
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　両親は，自分の子どもである聾児に対して，使用す

るコミュニケーションのタイプを決定する権利を持っ

ており，専門家たちはこれらの両親が，自分の子供に

合わせたニーズに応じた，発達の目的を選択するため

に必要な知識を得るために，必要な情報を与える責任

がある。特に，幼児の場合，家族にサービスを与える

ときに，両親はその可能性の程度を決定する必要があ

る。専門家が認めることは難しいけれども，両親は自

分の子供について他の誰よりもよく知っていて，子供

についでは本当の意味で専門家といえる。もし両親が

子供に対してバイリンガルプログラムを選ぶのなら，

両親は，獲得できる手段の数に気づいているべきであ

る。多くの両親は，ＡＳＬのような新しい言語の習得

や，ＡＳＬを紹介されてからすぐに，家で導入するとい

う考えに困惑されている。

　大人が新しい言語を習得することの難しさに加え

て,家事や他の家族の要求にも応じなくてはならない。

それにもかかわらず，両親はＡＳＬを習得することに

やる気を起こし，そしてすぐに聾社会に参加をするよ

うになる。両親ともに適応することができる。はじめ

に両親は，英語を基礎としたマニュアルシステムやも

う一つの話される言語のマニュアルシステムの習得を

始めるようになり，そして気楽な程度に，話し言葉も

調和させていく。子供たちは家や学校，または他の場

所で，ＡＳＬを使っている成人聾者や子供を通してASL

を見ることができる。両親は，健聴児のためのバイリ

ンガルプログラムは，学校では２つの言語を含んでい

るが，家では１つの言語だけを用いているどいうこと

に気づく必要がある。健聴者である聾児の親にとって，

徹底した環境にＡＳＬを用いることが目標である。ど

ちらの言語も尊重し，容認することが重要であるが，

両方ともに，流暢である必要はない。

　両親のサインが流暢であっても，環境がバイリンガ

ル／バイカルチャー１つとなるように努力される必要

がある。バイリンガル／バイカルチャーの環境は，無

数の方法を教育することができる。聾者たちは，自然

な方法を用いて家で過ごし，教師や支援する人は必要

ではないかもしれないが，聾者であるベビーシッター

は必要とされるべきであり，家族は聾文化のイベント

にしっかりと参加するべきである。結婚式，葬式，進

行確認式などのすべての家族の行事には，聾児にとっ

て可能なコミュニケーションが必要である。

　聾児が幼い間は，その子の健聴の家族はコミュニケ

ーションの語用や聾児の行動パターン，そして聴覚文

化について触れる必要がある。　２つの文化は異なった

コミュニケーション手段をとっているので，アイコン

タクトや身体接触を用いる傾向にあり，また，これら

の違いについても習得すべきである。

　聾児が流暢なＡＳＬをどのように獲得するのかは，

ほとんど知られていなかった。英語の習得について，

話す・書くのかサインで表すのか，どちらであるのか

についても同様である。サインを用いる聾児は，家で

の言語（ｈｏｍｅlanguage)によって十分に話し言葉や

読み書きの能力が発達しないのではないかという不安

である。　Goppold (1988)や; Moores (1996)は，

手話を使うことは読み書きを容易にし，音声の能力に

おいて，影響はないであろうということを示唆してい

る。

　両親が，聾児に対してバイリンガル／バイカルチャ

ーを環境としたいと決心したとき，彼らは一つの言語

や一つの文化を他の中から選ぶことではないというこ

とを確信する必要がある。その名前が暗に意味してい

るように，彼らは英語（もしくは他の話し言葉）と

ＡＳＬ（もしくはほかのサイン言語）でのバイリンガル

を子供に要求するのである。同様に，その家族は，そ

の後,他の文化の中から，一つだけを選ぶ必要がない。

両親は聾児に，聾社会への参加を覚悟させて，新しい

可能性や経験を引き起こすのである。聾社会では，地

元や地域，国家，また世界的なレペルでの聾組織によ

って，さまざまなことを楽しんでいる。

　コミュニケーションに有効な必要性，特に評価の問

題を過度に強調することはできない。 Moores (1996)

は，聾児に対するカウンセラーとしての仕事や学校の

心理学者としての仕事について教育する専門家が不足

していることを述べている。

　Miller (1991)は，聾児を対象とした有効で信頼で

きる心理テスト，特に知能の言語性テストは，子ども

の要求や能力に合わせて，流暢にサインを使い，英語

を基礎としたものからＡＳＬへと変換できる能力を備

えている人によって，はじめて成し遂げられることを

論証した。検査者の適切性なしに，私たちが子供の学

問や認識に関する可能性を評価することは危険であ

る。

　　　　　　　　　Ⅸ．おわりに

　聾児のためのバイリンガル／バイカルチャー教育

は，20世紀の最後の10年間で評判が上がり始めた。

それは健聴児のためのバイリンガル教育の出現のずっ

と後であった。出現が遅くなった理由は複雑であり，

ＡＳＬの正当性や聾社会が栄えることに対して，１世紀

以上もの間,嘆かわしい抵抗が続けられたことである。

一般の人々は快く，聾教育学者たちがもたらした多様

性のある考えを受け入れ, ASLが幼い聾児の教育にお

いて重要な位置に到達したことが重要なポイントであ

ろう。

　バイリンガル・アプローチの考え方の基にあるの

は，すべての言語の根底には共通する能力があるとい

うカミンズの言語相互依存モデル(Linguistic inter-

dependence model)である。これによると，第一言

語（ＡＳＬ，日本手話）で学習された認知的，学力的ス
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キルは第二言語（英語，日本語）での関連した学習に

転移すると考えられる。これは，両親が聾であり，手

話に基づく第一言語を獲得した聴覚障害のある子ども

の学力が相対的に優れていることで示される。

　Mayerら(1996)は，聾児の読み書きの学習にカ

ミンズのモデルを用いることに関して, ASLが聾者の

第一言語であることとその意義を認めながらも，

VygotskyやHallidayの理論に基づき, ASLが書記形

式を持っていないことから, ASLを媒介として英語の

書記言語を獲得するのは非常な困難を伴う，と批判し

ている。

　一方, Strongら(1997)のように，カミンズのモ

デルに基づくバイリンガルの考え方を支持している者

もいる。言語獲得と読み書き能力について，聴児が話

しことばで内言語を発達させると同じように，聾児は

ＡＳＬで内言語を発達させる。聴児にとって内言語と書

記言語は，モードは異なっても英語というコードに基

づいており，話しことばが両者の橋渡しをする。聾児

にとっては内言語と書記言語は，はっきり異なるコー

ドであるＡＳＬと英語から導かれる。そのため外言モ

ード（ＡＳＬ）が，内言語と書記言語の間の橋渡しをす

ることができるとは仮定できないとMayerらは述べ，

聾児の内的サインと書記言語の間を効果的に媒介する

言語モードの実質は何かを，明らかにしなければなら

ない，と提唱している。

　我が国において聾者独白の手話（日本手話）か口本

語対応手話かという議論が盛んであるが，これも切り

替え方法の一つであってどちらも大切にすることで，

コミュニケーションの範囲を広げ，視野を広げ，二言

語使用の利点であるという思考の柔軟さや独創性を，

さらに保証できると考えることが必要である。一方，

親や教師が音声言語を強要することが，決していい結

果にはつながらないように，手話についても敢えて

「聾者の手話を先に学び，日本語を後から学ぶ」とい

う寸聾バイリンガリズム」を強調する必要もあまりな

いかもしれない。バイリンガル教育を選択した結果，

親と子のコミュニケーションができにくい状況になる

ことは好ましくない。

　すでに述べたように我が国の「聾教育に手話を上と

いう運動が目指している姿を，第一段階の「トータ

ル・コミュニケーション」に想定しているのか，第二

段階の「バイリンガル教育」に想定しているのかによ

って大きく議論は分かれてくると思われる（都築，

1991)。「トータル・コミュニケーション」を想定し

ているのであれば，教師はコミュニケーション手段の

すべての技術を習得することが前提になる。教師側か

ら手段を特定することはできないからである。「バイ

リンガル教育」を想定しているのであれば，「日本手

話」を早期の段階から優先的に使用することになる。

米国での「バイリンガル教育」の主張を我が国に当て
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はめると，聴覚障害の教師が聾学校に多く採用され，

とりわけ幼稚部に多く配属される。そして。乳幼，幼

稚部段階から日本手話を導入し，聴覚障害の教師を通

して聴覚障害の生き方を学んでいく。そして児童期か

ら音声言語，書記言語を随時指導していく。教師と子

どもとのコミュニケーションは，日本手話が中心で，

音声言語を伴わない交信スタイルを採るという流れに

なると考えられる（都築, 1991)。バイリンガル教育

を行うには，早期から聾者として育てる環境を徹底す

る必要があると言えるであろう。

　我が国の聾学校は，アメリカの聾学校のように学校

の方針として「手話の利用」を銘打ってはいない。ア

メリカからみれば，「使える教師が使っているだけで

あり，統一した学習手段とは成りえていない」状況と

みなされる。しかし，かってのように手話を禁止したり，

抑制したりしていた時期からみれば，「聾学校の教師

が手話を使用している」環境は，隔世の感がある。
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